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中小企業省エネ対策等支援事業費補助金交付要綱  

（趣旨）  

第１条  この告示は、原油・原材料等の価格高騰が長期化し、県内中小企業の経営を圧迫している

ことから、エネルギー消費を抑制する省エネ設備への更新によるコスト削減や今後の成長を目指

して新たな事業に取り組む企業を支援す ることを目的とする中小企業省エネ対策等支援事業費

補助金（以下「補助金」という。）の交付について、男鹿市補助金等交付規則（平成１７年男鹿

市規則第４０号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この告示において、「中小企業者」とは、中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８

号）第２条第１項に規定する者をいう。ただし、次のいずれかに該当する者を除く。  

⑴  発行済み株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有する中小企業

者  

⑵  発行済み株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を複数の大企業で所有する中小企業

者  

⑶  大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占める中小企業者  

２  この告示において、「大企業」とは、中小企業等経営強化法第２条第１項第１号から第５号ま

でのいずれかに該当する者以外の者（会社及び個人に限る。）であって事業を営むものをいう。 

（補助対象者）  

第３条  補助対象者は、市内に当該企業の拠点を有し、かつ、現に事業を継続している中小企業者

とする。ただし、現在営んでいる事業の業種が別表第１に該当するものを除く。  

２  前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助対象者としない。  

⑴  この告示に基づき補助金の交付を受けたことがある者  

⑵  市税を滞納している者  

⑶  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に

規定する暴力団若しくは同条第６号に規定する暴力団員又は警察当局から排除要請のある者  
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⑷  その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると市長が認める者  

（補助対象経費）  

第４条  補助対象経費、補助率及び限度額は、別表第２に定めるところによる。ただし、補助対象

経費は、補助対象事業に必要かつ適当と認められるもので、第 ５条第３項に定める補助事業の実

施期間内に事業が完了する経費に限る。  

（補助金の交付申請）  

第５条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金交付申請書（様

式第１号）に、次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。  

⑴  事業実施計画書（様式第２号）  

⑵  収支予算書（様式第３号）  

⑶  申請者概要書（様式第４号）  

⑷  誓約書（様式第５号）  

⑸  設備比較証明書（様式第６号）  

⑹  直近決算書  

⑺  見積書の写し  

⑻  履歴事項全部証明書（個人の場合は住民票）  

⑼  更新前の設備等の写真  

⑽  その他市長が必要とする書類  

２  事業実施計画が、別表第２に定める新規導入設備購入に係るものである場合は、前項に定める

事業実施計画書に添えて、付加価値額向上計画書（様式第７号）を添付するものとする。この場

合において、前項に定める設備比較証明書及び更新前の設備等の写真の提出は不要とする。  

３  補助事業の実施期間は、第６条の規定に基づく交付決定通知があった日から、当該交付決定通

知を受けた者（以下「補助事業者」という。）が事業計画の完了した日又は令和８年１月３０日

のいずれか早い日までとする。  

（補助金の交付決定及び通知）  
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第６条  市長は、前条の規定による申請書を受理したときは、当該申請に係る内容を審査するとと

もに必要に応じて現地調査等を行い、補助金を交付すべきものと認めたときは、補助金交付決定

通知書（様式第８号）により、申請者に交付の決定を通知するものとする。  

２  市長は、前項の交付を決定した場合において、補助金交付の目的を達成するため必要な条件を

付すことができる。  

（補助対象事業の変更等）  

第７条  補助事業者は、補助対象事業の内容の変更又は事業の中止若しくは廃止をしようとすると

きは、補助対象事業（変更・中止）承認申請書（様式第９号）を市長に提出し、その承認を受け

なければならない。  

（変更等の決定及び通知）  

第８条  市長は、前条の規定による変更等の申請があったときは、その内容を審査するとともに必

要に応じて現地調査等を行い、変更又は中止すべきものと認めたときは、補助対象事業（変更・

中止）承認通知書（様式第１０号）により補助事業者に通知するものとする。  

（実績報告）  

第９条  補助事業者は、補助事業等実績報告書（様式第１１号）を、事業の完了した日から起算し

て１５日以内又は令和８年１月３０日のいずれか早い日までに、次の各号に掲げる書類を添えて

市長に提出しなければならない。  

⑴  事業実績書（様式第１２号）  

⑵  収支精算書（様式第１３号）  

⑶  既存設備の廃棄等証明書（様式第１４号）  

⑷  購入した設備等の仕様書、納品書、請求書、支払を証する書面の写し  

⑸  購入した設備等の写真  

⑹  その他市長が必要とする書類  

２  事業実績が、別表第２に定める新規導入設備購入に係るものである場合は、前項に定める 既存

設備の廃棄等証明書の提出は不要とする。  
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（補助金の額の確定）  

第１０条  市長は、前条の報告を受けたときは、その内容を審査するとともに必要に応じて現地調

査等を行い、補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは交付すべ

き補助金の額を確定し、補助金確定通知書（様式第１５号）により補助事業者に通知するものと

する。  

２  前項により確定した補助金の額が、第６条で通知した交付決定額と同額であるときは、前項の

通知は省略することができる。  

（補助金の請求）  

第１１条  前条の規定により通知を受けた補助事業者が補助金の請求をするときは、補助金交付請

求書（様式第１６号）を市長に提出しなければならない。  

２  市長は、前項の規定による補助金交付請求書が提出されたときは、当該提出のあった日より起

算して３０日以内に、補助事業者の指定する金融機関の口座に補助金を振り込むものとする。  

（事業実施状況等の報告）  

第１２条  補助事業者は、事業実施計画が別表第２に定める新規導入設備購入に係るものである場

合は、補助事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から３年間、毎会計年度終了後３か月以

内に事業実施状況及び第５条第２ 項に定める付加価値額向上計画書に記載する目標の進捗状況

を、事業実施状況等報告書（様式第１７号）により、決算関係書類を添付して市長に報告しなけ

ればならない。  

（補助金の交付決定取消し及び返還）  

第１３条  市長は、補助事業者が次の各号に該当する場合は、補助金の決定 を取り消すこととし、

その内容を補助金交付決定取消通知書（様式第１８号）により補助決定者に通知するものとする。

この場合において、既に補助金が交付されているときは、補助金返還命令書（様式第１９号）に

より交付した補助金を返還させるものとする。  

⑴  補助金を他の目的に使用したとき。  

⑵  提出書類の記載事項に虚偽があるとき。  
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⑶  偽りその他不正の手段により補助金の交付を受け、又は受けようとしたとき。  

⑷  災害、倒産その他市長がやむを得ないと認められる場合を除き、交付決定日以後に事業計画

に係る事業を中止又は廃止したとき。  

⑸  前各号に揚げるもののほか、この告示の規定または交付の条件に違反したとき。  

２  前項の規定による返還命令を受けた者は、命令を受けた日から起算して６０日以内に補助金の

全部又は一部を返還しなければならない。  

（債権譲渡の禁止）  

第１４条  補助事業者は、第６条の規定に基づく交付決定によって生じる権利の全部又は一部を第

三者に譲渡し、又は承継させてはならない。  

（財産の管理等）  

第１５条  補助事業者は、補助対象経費（補助事業の一部を第三者に実施させた場合における対応

経費を含む。）により取得し、又は効用が増加した財産（以下「取得財産等」という。）につい

ては、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助 金の交付の目的

に従って、その効率的運用を図らなければならない。  

２  補助事業者は、別表第３に定める処分が制限される期間内に、取得財産等を移転、更新又は生

産能力、利用規模若しくは利用方法等に影響を及ぼすと認められる変更を行う必要が生じたと き

は、あらかじめ、取得財産等の変更届（様式第２０号）により、市長に届け出なければならない。  

（財産処分の制限）  

第１６条  補助事業者は、前条に定める処分が制限されている取得財産等を、市長に対して協議し、

承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保

に供してはならない。  

２  市長は、前項の規定による協議がなく取得財産等の処分があったと認められるときは、既に交

付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。  

（帳簿等の整備、保存の義務）  

第１７条  補助事業者は、補助事業の経理に係る帳簿等を別途作成し、他の経理と明確に区分して
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その収支を記録しなければならない。また、経費の支払に係る全ての証拠書類（見積書、発注書、

契約書、請書、納品書、請求書、支払指図書、領収書等債務の発生事実及び支払に当たって作成

又は取得した一切の書類）を整理して保管しなければならない。なお、これらの帳簿類及び証拠

書類については、補助事業終了後５年間保存するものとし、市長の求めがあった場合においては

その内容を開示しなければならない。  

（補則）  

第１８条  この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

附  則  

 （施行期日）  

１  この告示は、令和７年２月２５日から施行する。  

（旧要綱の廃止）  

２  この告示の施行に伴い、中小企業省エネ対策等支援事業費補助金交付要綱（令和５年男鹿市告  

示第７２号。以下「旧要綱」という。）は、廃止する。ただし、旧要綱の第１２条から第１８条  

までの規定の適用については、なお従前の例による。  

（この告示の失効）  

３  この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第１２条から第１７条までの 

規定の適用については同日後もなお、その効力を有する。
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別 表 第 １ （ 第 ３ 条 関 係 ）  

１  農 業 、 林 業 （ 大 分 類 Ａ に 含 ま れ る も の 。 た だ し 、 農 業 サ ー ビ ス 業 、 園 芸 サ ー ビ ス 業 、 素 材 生 産 業 及 び 林

業 サ ー ビ ス 業 は 除 く 。 ）  

２  漁 業 （ 大 分 類 Ｂ に 含 ま れ る も の 。 ）  

３  金 融 ・ 保 険 業 （ 大 分 類 Ｊ に 含 ま れ る も の 。 た だ し 、 保 険 媒 介 代 理 業 及 び 保 険 サ ー ビ ス 業 は 除 く 。 ）  

４  医 療 ・ 福 祉 （ 大 分 類 Ｐ ） の 医 療 業 の う ち 、 病 院 （ 小 分 類 ８ ３ １ ） 、 一 般 診 療 所 （ 小 分 類 ８ ３ ２ ） 、 歯 科  

診 療 所 （ 小 分 類 ８ ３ ３ ）  

５  以 下 の サ ー ビ ス 業  

⑴  風 俗 営 業 ・ 性 風 俗 特 殊 営 業 等 （ 風 俗 営 業 等 の 規 制 及 び 業 務 の 適 正 化 等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 ２ ３ 年 法 律  

第 １ ２ ２ 号 ） に よ り 規 制 の 対 象 と な る も の 。 ）  

⑵  競 輪 ・ 競 馬 等 の 競 走 場 、 競 技 団 （ 小 分 類 ８ ０ ３ に 含 ま れ る も の 。 ）  

⑶  場 外 馬 券 売 場 等 、 競 輪 競 馬 等 予 想 業 （ 細 分 類 ８ ０ ９ ６ に 含 ま れ る も の 。 ）  

⑷  興 信 所 （ 専 ら 個 人 の 身 元 、 身 上 、 素 行 、 思 想 調 査 等 を 行 う も の に 限 る 。 ） （ 細 分 類 ７ ２ ９ １ に 含 ま れ  

る も の 。 ）  

⑸  集 金 業 、 取 立 業 （ 公 共 料 金 又 は こ れ に 準 じ る も の は 除 く 。 ）  

⑹  易 断 所 、 観 相 業 、 相 場 案 内 業 （ 細 分 類 ７ ９ ９ ９ に 含 ま れ る も の 。 ）  

⑺  宗 教 （ 中 分 類 ９ ４ に 含 ま れ る も の 。 ）  

⑻  政 治 ・ 経 済 ・ 文 化 団 体 （ 中 分 類 ９ ３ に 含 ま れ る も の 。 ）  

（ 令 和 ５ 年 ７ 月 改 訂 「 日 本 標 準 産 業 分 類 」 に よ る 。 ）  
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別 表 第 ２ （ 第 ４ 条 、 第 ５ 条 、 第 ９ 条 、 第 １ ２ 条 関 係 ）  

（ １ ） 補 助 対 象 経 費  

経 費 区 分  主 な 内 容  備 考  

更 新 設 備 購 入 費  ・設 備 メ ー カ ー 等 に よ り 省 エ ネ 又 は 高 効 率 効 果 が 、既 存 施 設

と 比 較 し ５ ％ 以 上 見 込 ま れ る と 証 明 さ れ た 設 備 で あ っ て 、令

和 ８ 年 １ 月 ３ ０ 日 ま で に 納 入 及 び 支 払 が 完 了 す る も の 。  

 

【 対 象 設 備 （ 例）】  

空 調 ・ エ ア コ ン 、 ボ イ ラ 、 照 明 設 備 （ LED 照 明 含 む ）、 工 作

機 械 、プ レ ス 機 械 、プ ラ ス チ ッ ク 加 工 機 械 、冷 凍・冷 蔵 設 備、

厨 房 機 械  等  

既 存 設 備 の 更 新 に 限 る 。  

新 規 導 入 設 備 購 入 費  ・自 社 の 強 み を 生 か し た 新 商 品 の 開 発 、生 産 及 び 販 売 、サ ー

ビ ス 提 供 プ ロ セ ス の 改 善 、新 分 野 進 出 及 び 業 態 転 換 等 の 新 た

な 取 組 に 必 要 な 設 備 で あ っ て 、令 和 ８ 年 １ 月 ３ ０ 日 ま で に 納

入 及 び 支 払 が 完 了 す る も の 。  

付 加 価 値 額 が 年 率 平 均

３ ％ 以 上 増 加 す る ３ 年 以

上 の 事 業 計 画 を 有 す る 場

合 に 限 る 。  

工 事 費  ・省 エ ネ 設 備 へ の 更 新 及 び 設 備 の 新 規 導 入 に 係 る 据 付・撤 去

工 事  

総 事 業 費 の ５ ０ ％ を 上 限

と す る 。  

既 存 設 備 の 処 分 に 係 る 費

用 を 含 む 。  

そ の 他  ・ 市 長 が 必 要 か つ 適 当 と 認 め る も の   

【 留 意 事 項 】  

（ １ ） 次 に 掲 げ る 経 費 は 補 助 対 象 外 と す る 。  

  ・ 給 料 、 賃 金 （ 人 件 費）、 旅 費  

  ・ 振 込 手 数 料  
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  ・ 飲 食 代 、 交 際 費 、 事 務 経 費 、 そ の 他 経 常 経 費 、 事 業 実 施 に 必 要 と 認 め ら れ な い 経 費  

  ・親 会 社 、子 会 社 、グ ル ー プ 企 業 等 関 連 会 社（ 資 本 関 係 の あ る 会 社 、役 員 等 を 兼 任 し て い る 会 社 、代 表 者

の 親 族 （ ３ 親 等 以 内 ） が 経 営 す る 会 社 等）、 代 表 者 の 親 族 と の 取 引 で あ る も の 。  

  ・ 他 社 の 所 有 に 属 す る 財 産 の 取 得 費 、 及 び 修 繕 費 等  

 

（ ２ ） 機 械 装 置 等 の 取 得 に 係 る 中 古 品 の 取 扱 い  

 ①  補 助 対 象 経 費 は 、取 得 先 の 帳 簿 価 格 と 取 得 価 格 の い ず れ か 低 い 価 格 と し 、取 得 に 際 し 必 要 な 修 理 、改 良

等 を 加 え て い る 場 合 は 、補 助 対 象 経 費 に 加 算 し て よ い 。な お、取 得 先 の 帳 簿 価 格 の 把 握 が 困 難 な 場 合 に つ

い て は 、新 品 時 の 購 入 年 度 が 明 ら か で あ っ て 、カ タ ロ グ 等 に よ り 購 入 価 格 が 適 正 な 価 格 で あ る こ と が 明 ら

か な 場 合 に 限 り 対 象 と す る 。  

②  ① の 規 定 に か か わ ら ず 、古 物 商 等 か ら 中 古 の 機 械 装 置 等 を 取 得 す る 場 合 に あ っ て は 、取 得 価 格 を 補 助 対

象 経 費 と す る 。  

③  中 古 資 産 の 財 産 処 分 制 限 期 間 に つ い て は 、次 に 掲 げ る 年 数 と す る 。た だ し 、そ の 年 数 が ２ 年 に 満 た な い

と き は 、 こ れ を ２ 年 と す る 。  

・減 価 償 却 資 産 の 耐 用 年 数 等 に 関 す る 省 令（ 昭 和 ４ ０ 年 大 蔵 省 令 第 １ ５ 号 ）で 定 め る 期 間 の 全 部 を 経 過 し  

た 資 産  

   当 該 資 産 に 係 る 同 省 令 で 定 め る 年 数 の ２ ０ ％ に 相 当 す る 年 数 （ １ 年 未 満 の 端 数 切 捨 て ）  

・ 同 省 令 で 定 め る 期 間 の 一 部 を 経 過 し た 資 産  

   当 該 資 産 に 係 る 同 省 令 で 定 め る 年 数 か ら 経 過 年 数 を 控 除 し た 年 数 に 、経 過 年 数 の ２ ０ ％ に 相 当 す る 年

数 を 加 算 し た 年 数 （ １ 年 未 満 の 端 数 切 捨 て ）  
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（ ２ ） 補 助 率 ・ 限 度 額  

補 助 率  ２ ／ ３ 以 内  

限 度 額  

① 第 ３ 条 に 規 定 す る 補 助 対 象 者 で 、 現 在 営 ん で い る 事 業 の

業 種 が 日 本 標 準 産 業 分 類 （ 令 和 ５ 年 ７ 月 改 訂 ） の 大 分 類

Ｅ （ 製 造 業 ） に 該 当 す る も の 。  

下 限 ２ ０ 万 円  ～  上 限 ２ ０ ０ 万 円  

② 第 ３ 条 に 規 定 す る 補 助 対 象 者 で 、 ① に 該 当 し な い も の  下 限 １ ０ 万 円  ～  上 限 １ ０ ０ 万 円  

 

別 表 第 ３ （ 第 １ ５ 条 関 係 ）  

財 産 の 区 分  対  象  制 限 期 間  

取 得 原 価 又 は 効 用 の 増 加 価

格 が ５ ０ 万 円 以 上 の 財 産  

設 備 、機 械 器 具 、装 置 、構 築 物 、

無 形 財 産  

減 価 償 却 資 産 の 耐 用 年 数 等 に 関 す る 省

令 に 定 め る 期 間 （ 制 限 期 間 が １ ０ 年 を

超 え る 対 象 設 備 等 に つ い て は 、 １ ０ 年

を 限 度 と す る 。 ）  

 


